第12章  ベトナム

ベトナムは、1999年に7,900万人の人口に達したとみられ（表12.1）、人口規模から見ると大国である。しかし、1999年の一人あたりGDPは、336米ドルに過ぎないと推計される。これは、同年の日本の1％程度で、ベトナムはこの報告書の中で最貧国ということになる（表1.1）。しかし幾度か言及したように、この「米ドルで計った一人あたりGDP」という尺度は、ベトナムなどの貧しい国の購買力をかなり過小評価してしまう。タクシー代や散髪代などの貿易で取り引きされないサービスの費用は、日本よりベトナムのほうがかなり安いからである。しかし、国際ドルでみた一人あたりの名目GDPによってこの差違を調整しても、1997年にベトナムは日本の7％に過ぎない。このように、米ドルでみたGDPでは、ベトナムはこの報告書で取り上げる国の中では最小国であり、国際ドルで見るとシンガポールを除いたどの国よりも小さいのである。

  同国の所得水準の低さは、過去数十年続いた戦争の遺産ともいえる。また、1970年代後期から1980年代中期にかけて、市場を抑圧して経済的に世界から孤立した政府の政策の責任ともいえる。また、外国政府、とくに米国の政策が、ベトナムの経済的孤立を強めたことも見逃してはならない。しかし、1986年に始まったドイモイの経済改革によって、ベトナムは徐々に市場経済を導入し、世界経済との交流を深めていった。現時点では、中国同様ベトナムも、こうした改革が制度化されるまで国際的に比較できる経済統計を積み上げてこなかった。したがって、1900年以前のベトナム経済に関するデータ・ベースは、非常に貧弱である。

  1980年代中頃の悲惨な経済状況を考慮すると、ここ十年にわたるベトナムの経済実績には目を見張るものがある。GDPの成長率は、1987～91年の4～6％から1992～97年の8～10％へと徐々に加速している（表12.1）。こうした動向に1990年代中期における人口の伸びの鈍化が相まって、ベトナムの通貨ドンで計った一人あたりの実質GDP成長率は、1987～91年の1～4％から1992～97年の6～7％へと増加した。しかし、経済は1998年と99年に大きく失速した。1998年の実質GDP成長率は5.8％へと大幅に落ち込み、1999年は4.5％が予想されている。1999年の予測値は、表1.2の予測平均より僅かに上回っている。ほとんどの予測は、2000年には成長が上昇傾向に入ると見ているが、成長率は1992～97年に記録した値よりもはるかに低い。ベトナムの所得や生活水準が比較的低いことを考えれば、以前の高い水準まで成長率を戻すことが政府の優先課題となる。

  ベトナムでは、乳児死亡者数と非識字率も著しく低下し、出生時平均余命も徐々に延びてきている（表12.1）。興味深いことにこれらの変化は、1980年代半ばの経済発展の前から見られる。それに対して、就学率は1980年代には低下しているが、1990年代の経済発展と共に改善され始めた。これらのことから、いまだかなり貧しい国にもかかわらず、ベトナム政府は国民の大部分に必要最低限の物資・サービスの供給をきちんと行ってきたといえる。これが最近の政治体制の安定を背後で支えている大きな要因である。

  ベトナムは、1997年時点で就業者の69％が農業に従事している農業国である。農業従事者の割合は、1984～86年と1988～93年における72～73％のピークから少し減少している（表12.1）が、この報告書で取り上げている他のアジア諸国よりもかなり高いままである。工業に従事する就業者の割合も、1994年における12％のピークから1995～97年の10％へとわずかに減少した。工業部門の雇用のほとんどは製造業である。一方、その他の産業の割合は、最近少し増加している。産業構造の変化はもっと顕著で、GDPにおける農業の割合は、最高値だった1988年の46％から1997～98年には26％以下に減少している。これに対して工業のシェアは、1989～90年の23％という低水準から1998年の33％にまで増加している。1994年以降については、GDP統計の見直しが行われ、1993年と94年の間に起こった変化は、統計上の定義や方法の変化に帰せられるかもしれないことには注意を要する。製造業が工業の最大項目であり、その割合は1994年のGDPの15％から98年には17％に増加している。鉱業・採石の割合も比較的大きく、増加が著しいが、大部分が石油・ガスの急成長のおかげである。サービスについては、行政サービスを含むその他サービスが最大項目である。商業も比較的大きな割合を占めている。
  支出項目でとくに注目すべき点は、民間・政府問わず、GDPに占める消費支出の割合が非常に大きいことである。1998年に79％のシェアまで落ちているが、1990年には97％も占めていた（表12.1）。民間消費支出の割合は、1998年でGDPの71％と特に大きい。このような高い民間消費支出割合は、国民の多くが大変貧しく、収入から貯蓄に回す余裕がないことを反映している。低所得から導かれるもう一つの特徴は、1990年代中期以降は増加しているものの、総固定資本形成・在庫品増加のシェアが、1990年代初頭には比較的小さかったことである。消費と投資が高い水準にあることは、国内貯蓄が投資要求を満たすのに十分ではなく、これが巨額の貿易赤字に変わることを意味する。表12.1の国民経済計算によれば、貿易赤字は近年若干縮小し、1993～96年の9～11％から1997～98年には7～8％になった。しかし、貿易赤字は今なおかなり巨額であり、この赤字を埋める外貨準備が必要なことが、今後数年ベトナムの経済成長にとって厳しい制約となるかもしれない。ここでの最後の興味ある動向は、GDPに対して貿易が占める割合が大きく増えつつあることである。アセアン自由貿易協定（AFTA）の下で貿易自由化を実行し始めるのに伴って、中期的にさらなる貿易量の増加が予想される。 

ベトナムが国家による管理経済から市場中心経済への移行過程にあることを考えれば、総固定資本形成・在庫品増加における民間シェアや関連指標の動向は特に重要である。ドイモイ改革が続いているにもかかわらず、民間資本形成の割合は大幅に落ち込んでいる（表12.1）。この割合の推計は厳密なものではない。ここでは、投資支出全体における民間部門の割合（例えば1995年62％、1998年46％）をGDPにおける総固定資本形成・在庫品増加の割合に乗じた代理指標を利用している（Vietnam, General Statistical Office, 1999）。民間部門は内国投資（1995年29％、1998年21％）と外国投資（1995年32％、1998年25％）の2つの要素からなる。次に国家部門は、国家予算（1995～98年20～21％）、国営企業（1995年14％、1998年17％）、国家信用（1995年5％、1998年15％）という3つの主要要素からなる。
資本形成において割合が増加していることとは対照的に、国営部門の名目価格による対GDP比率は、1993～98年に39～40％でかなり一定している。しかしこの水準は、29～31％であった1991～92年からは大きく増加している（Vietnam, Central Institute for Economic Management 1999, p.56）。国営部門の割合は、雇用の面からはずっと小さく、1991～92年の10～11％から1993～97年には9％へとわずかに減少している（Vietnam, Central Institute for Economic Management 1999, p.57）。ベトナム統計局によれば、国営部門は、鉱業（52％）､電気・ガス・水道業（39％）､建設業（35％）、金融業（42％）、その他のサービス（52％）で雇用の大きな割合を占めてきた。製造業（19％）､運輸・通信業（23％）でもかなり大きく、商業（8％）､ホテル・飲食業（7％）では経済全体の平均よりもわずかに低く、農業（1％）ではずっと低い。雇用の絶対数では、その他サービス（137万人）で最大であり、製造業（64万人）で大きく､建設業（34万人）､農業（25万人）、商業と運輸・通信業（それぞれ20万人）といった国営部門の割合が小さな産業が続く。
こうした数値から明らかなように、国営部門がベトナム経済において今なお非常に大きな役割を果たしており、近年この役割が急速に縮小しているわけではない。さらに、国営企業や外国企業を優遇し民間企業を不利に扱いがちな政策上の偏りが残っていることも、認識しておく必要がある。この点に関し、政策の偏りをなくす方向への潜在的に大きな一歩が1999年に踏み出された。企業法が、すべての企業に対して共通の法的枠組みを初めて作り出したのである。それにもかかわらず、破産改革が未決定であることも影響して、収益のない国営企業を合理化することは今なお非常に困難である。別の理由として、国営企業、特に大企業は、収益がないにもかかわらず、国営銀行を通して資本を容易に調達できる。これは、銀行自体がぜい弱で、大きな国営企業が債務不履行に陥ることを許容できないことも影響している。要するに、近年他の東南アジア経済に見られるのと同じような種類の不良債権問題を、ベトナムも抱えているのである。それゆえ、収益のない国営企業（銀行を含む）を合理化する過程で、この問題に対処していくことが必要であろう。しかし、問題の規模は、他の東南アジア諸国よりもずっと小さいことも強調しておかねばならない。なぜなら銀行・企業部門が比較的小さいからである。この点に関して、国家が巨大な農業部門にあまり関与していないことは、非常に重要な点として気にとめておく必要がある。

金融・財政面において、いままでにベトナムは厳しい問題に直面してきたが、最近はその情勢がかなり良くなっている。例えば、1986～88年の間に、同国のインフレ率は3桁にも達した（表12.1）。その原因は主に、中央管理の計画経済から市場中心の経済へ移行したことにあった。高いインフレ率に伴い、ベトナムの通貨ドンは、1986年の1米ドル23ドンから、1991年には1米ドル10,000ドンまで下落した。ただし、1990年代には物価上昇と通貨下落がともに急速に緩和され、インフレ率は最近1桁までに押さえられており、2000年もこの水準を保つことができると予測される（表1.2）。インフレが進んでいた1980年代中・後期に、大きな財政赤字も問題になっていた。最近、GDP比1％以下まで財政赤字を押さえることができたが、この時期はインフレを押さえた時期と合致している。

  先に言及した巨額の貿易赤字は、巨額な経常収支赤字の主要な原因でもある。経常収支の赤字は、1994～96年にとくに増加し、その規模はGDPの8～10％まで達した。その後、赤字は徐々に減少し、1997～98年にはGDPの4～5％台になっている（表12.2）。1999年の経常収支について、ベトナム国家銀行はわずかな黒字になると予測しているが（表12.2、項目1､3-16）、表2.1に示されている他の予測結果では、わずかな赤字となっている。ただし、1999年1～11月期の財貨貿易の増加率は輸出が20.1％、輸入が-0.6％になっており、同年の貿易収支はゼロに近い赤字になるという国家銀行の予測と一致する。従って、同年の経常収支は黒字に転じることができなくても、赤字がゼロ近くまで縮小するであろう。しかし、2000年以降、経済成長が予測通りに加速すれば、輸入および貿易赤字が再び急増するかもしれない。

  ベトナムの国際収支については、情報源によってその推計値がかなり違うことを強調したい。ここにはベトナムの中央経済管理研究所による推計値が用いられているが（1999）、その理由は、この研究所のデータが最も長い時系列をもっており、かつ最も詳細だからである。しかし、アジア開発銀行（1999d）およびIMF（1999c）による推計値は、いくつかの重要な項目で先の推計値と異なる。たとえば、表12.2に示されている1998年の外国直接投資額（純額）の推計値（18.5億米ドル）は各推計値の中の最も高い数字で、アジア開発銀行の推計値（17.5億米ドル）はこれに近いが、IMFの推計値（8億米ドル）は最も低い。ベトナムの経済規模および海外から流入した資本総額に比べ同国への外国直接投資額（純額）は巨額にのぼるので、その数字の違いは非常に重大なことである。また、近年海外からの各種資本流入は明らかに停滞・減少している。もしこれらの資本が以前の高水準に回復できなければ、国際収支に大きな影響を与えると見られる。興味のある読者には、同国の国際収支に関する各研究機構の推計値を詳しく調べることを勧めたい。

  対外債務の動向は、前述したインフレと通貨変動の動向を反映している。高インフレ時期の直後、ベトナムの対外債務は急上昇し、ピークの1989～90年にGDPの300％以上にもなったが、その後著しく減少し、1997年にはGDPの78％まで下がった（表12.2）。それにしても、金融危機の打撃を受けた諸国を含むアジアのほとんどの国に比べ、ベトナムの債務負担はかなり重い。幸いにして、債務返済額は長期債務がほとんどで、今のところそれほど大きくない。しかし、大きな債務負担と経済の高速成長に伴う巨額の経常収支の赤字傾向を考えると、外債と経常赤字を埋める適切な財政手段を見つけ出すのは、ベトナムにとってやはり最も緊急の経済課題の一つである。

  農業国ベトナムの輸出総額において、最も大きな割合を占めるのは、やはり農作物である。ベトナムは、米など幾つかの農作物の大きな輸出国である。表12.2を見ると、農作物の輸出額の割合は、1986～87年の46～47％から減っているが、1996年には全体の約3分の1を占めている。その他の製品（主に織物・アパレル・革製品・履き物など）は、次に大きなシェアを持つ輸出品である。それらの輸出額は、1995～96年には全体の31％を占めた。これは、1991～93年の15％から著しく増加しているが、1986～90年の時期と比べ、微増にとどまっている。これは、これらの軽工業が冷戦後新しい市場を開拓できず、国際レベルまで品質を上げることができなかったことを示している。鉱物性燃料の輸出は、1980年代後半と1990年代初頭に急成長した。この産業の輸出総額における割合は、1986年の4％から1992年でピークの34％になり、1996年に22％に減少した。この数年間の原油価格の下落が、鉱物性燃料のドルベースの輸出額が期待されたより低いことの主要な原因となっている。原油価格は1999年から反騰しており、これが鉱物性燃料の輸出額の増加に貢献するであろう。輸入では、機械製品とその他の製品の輸入総額に対する割合が最も大きく、最近ではそれぞれ約4分の1から3分の1の割合を占めている。鉱物性燃料や化学製品の輸入額も比較的大きい。

 ベトナムの貿易・国際金融の相手国を表12.3で見てみると、かなり変化したことがわかる。これは、1986年以来の開放政策と、90年代初期に冷戦が終わり、西側諸国との間の障壁が取り除かれたことに関係がある。最も目立った変化は、対外貿易におけるその他経済（主に非アジア、非先進工業国）のシェアの急落である（表12.3）。輸出では、その他経済のシェアは1986～88年の75％あるいはそれ以上から1991年の30％、そして1997年の15％に下落した。輸入では、その下落はさらに激しく、1986～89年の85％あるいはそれ以上から1993～98年の15～23％に急落した。もう一つの顕著な変化は、日本が貿易相手として重要度を増したことである。例えば、ベトナムからの輸出総額における日本への輸出の割合は、1988年以前の4～8％から1991～96年の26～33％に上昇した。また、政府間金融フローにおける日本からの割合は、1980～1991年の2％以下から1992～97年の29％まで上がった。輸入では、日本からの割合は1990年代初期に倍増したが、ベトナムにとって日本はまだそれほど重要な輸入源ではない。金融取引では、日本はベトナムにとってかなり大きな供給元でもあったが、近年、外国銀行貸出額における日本の割合は急減した。一方、欧州諸国は、輸出市場としても、政府間金融フローおよび銀行貸出の提供者としても、非常に重要になっている。もう一つの重要な変化は、ベトナムの輸出におけるシンガポールの割合が、1990年代初期に劇的に上昇したが、その後再び下落したことである。香港との貿易は、貿易総額における割合の水準がやや低いが、同様の傾向が見られる。この傾向からは、1990年代初期にシンガポールおよび香港を経由した中継貿易がベトナムの対外貿易において重要な役割を果たしていたが、いまは他の市場との直接貿易が以前よりも重要になった、ということが分かる。たとえば、韓国・台湾との貿易は、特に輸入において、かなり急速に増加してきた。また、ベトナムにとっては、国連、世界銀行など多国間機構がかなり大きな政府間金融フローのソースになっていることも注目に値する。

  残念なことに、日本銀行はベトナムとの国際収支のデータ資料を公表していない。日本から見て、ベトナムとの取引高は、わずかだからだろう。しかし、先に述べたように、ベトナムにとって日本は、重要な貿易相手国である。したがって、表12.4に示されている1988～97年の日本のベトナムとの貿易の商品構成を知るのは、大変有意義である。同表を見ると、日本のベトナムへの輸出は、日本が比較優位を持つ機械製品に集中している。それに対して、日本のベトナムからの輸入は、ベトナムが比較優位を持つ農作物や鉱物性燃料が、大きな割合を占めている。興味深いことに、両国間のその他製品の貿易額は、両方向（輸出と輸入）のどちらも非常に大きい。このカテゴリーは、ここ数年の日本のベトナムからの輸入で最も主要な製品であり、日本のベトナムへの輸出では、データが公表されている期間を通して、常に2番目の主要商品である。その中では、織物、アパレルなどの軽工業製品が大部分を占めている。
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